
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本創生のための将来世代応援知事同盟の共同事業について、 

社会福祉法人あすなろ会 が 

将来世代応援企業賞を 

受賞 しました！ 

将来世代応援企業表彰とは、、、子育て支援、女性や若者への支援及び働き方改革に際し、独自性、先進性のある取組を積極的に行っている企業・事業所

を、日本創生のための将来世代応援知事同盟として表彰し、その活動内容を広く紹介することにより、経済界を始め、社会全体で将来世代を支える意識の醸成と環

境づくりの一層の推進に資することを目的としています。（将来世代応援企業表彰は、日本創生のための将来世代応援知事同盟の共同事業です。） 

※「日本創生のための将来世代応援知事同盟」とは、地方創生の流れを受け、将来を担う若い世代が、地方で安心して働き、結婚・出産・子育てをすることができる社会を実現するため、

若手知事が知恵を結集して行動していくことを目的に結成した組織です。 

【あすなろ会の取り組み（一部抜粋）】 
・法人の活性化及び職員同士のコミュニケーション向上の推進・・・法人内に各種の部会（施設長部会・施設連携推進部長会、魅力発信部会、地域貢献部会、ワーク・ライフ・バランス部会、災

害対応部会、苦情対応部会、いきいき部会）を設け、施設内だけでなく、各施設間で交流しやすい体制の推進を図っている。特にいきいき部会主催のミニ運動会・ボーリング大会・ビアガーデン・

リフレッシュヨガ・スリッパ卓球大会等の企画は、年齢問わず、多くの職員が楽しく参加している。 

・いきいきプライベートレンタル・・・コロナ禍において、日々の生活行動が制限（巣ごもり生活）される中、各種の物品を「レンタル」することで、いきいきとしたプライベートの獲得を目的

として実施。（レンタル品の例：テントをはじめとするアウトドア用品一式、マンガ、ゴルフセット等） 

・女性活躍推進 ～女性専用休憩室 EZ DOME HOUSE（イージードームハウス）～の整備 

・接遇グランプリの実施・・・各施設３位以内の職員には、接遇賞の支給や翌年度の昇給等人事考課に反映。 

・資格取得に要する諸経費への一部助成及び資格取得手当の支給 

・外国籍人材の採用や人材確保応援手当の支給・・・外国籍人材の採用や法人が必要とする専門職員を法人に紹介し採用された場合に人材確保応援手当として、紹介者と紹介された方両者ともに

3 万円を支給する。 

・新規雇用の促進及び雇用延長・・・高齢者活躍の推進（就業規則への段階的な雇用延長の明記：60 歳→65 歳→70 歳→年齢問わず能力に応じて延長可能） 

・休み方改革としての様々な休暇の導入・・・特別休暇として、リフレッシュ休暇、バースデー休暇、メンタルヘルス休暇、LGBTQ 配慮休暇、不妊治療休暇、ボランティア活動休暇、孫誕生休

暇、育児参加奨励休暇、生理日の就業が困難なときにおける休暇等を整備。 

・認可保育所保育料応援手当の導入・・・0、1、2 歳児クラスの子どもを認可保育所に預けている職員に対する保育料の応援手当を支給する。 

・法定を上回る、子の看護休暇（1 人目・5 日→6 日、2 人目・10 日→11 日）と介護休業（93 日→100 日）を実施。 

令和 4 年 5 月 27 日（金）受賞時意見交換の様子 

(丸山知事、松本女性活躍推進統括官、竹内理事

長、竹内法人本部事務局長) 

【各種取り組みの成果】 
【認定・受賞等】・ヘルス・マネジメント認定事業所（協会けんぽ）（2019）・しまねいきいき雇用賞（島根県）（2020）・イクボス宣言（2021）・プレミアムこっころカンパニー受賞（１回）（島

根県）（2021）・しまね女性の活躍応援企業表彰（島根県）（2021）・しまね働く女性きらめき大賞表彰（島根県）（2021）・スポーツエールカンパニー2022 認定 (スポーツ庁)(2022) 

【各種数値データ】・新規雇用の促進及び雇用延長：55 歳以上の採用実績 20 名・雇用継続実績 33 名、人材確保応援手当 8 名、外国籍人材の採用実績 2 名、認可保育所保育料応援手当 20 名、

資格取得に対する助成制度 3 名、資格取得手当 31 名、所定外労働時間（令和 2 年度）3 h 49 m（一人・月あたり）、有給休暇取得率（令和 2 年度）68.7 ％、育児休暇取得率（過去 3 年実績）

100％23 名、女性の通常の労働者の平均継続勤続年数 9.7 年（産業平均値 8.7 年）、通常の労働者に占める女性の割合 75.8%（産業平均値 66.5%）、女性管理職比率 75%（産業平均値 41.5%)、

管理職に向けての女性人材登用（女性の人数・割合→施設長部会 6 名/8 名=75%、施設連携推進部長会 5 名/5 名=100%）、正規職員と無期転換雇用員における、男性の平均継続勤務年数より女

性の平均継続勤務年数が多い。 
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